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近年，超高齢社会の進展や未曽有の自然災害，痛ましい交通事故などが全国的に頻発する中で，救急搬

送活動改善に対する国民の関心，期待が高まってきている． 
本研究では，救急搬送活動の改善に向けた今後の研究発展の一助となるべく，これまでの既存研究成果

を現時点で一度，分野別に整理を試み，レビューを行ったものである．特に土木計画学としての研究の場

に注目すると，救急搬送活動に関連する研究は，近年，目覚ましく増加傾向にあり，救急活動実態分析を

出発点に，医療サービス水準や緊急車両走行に問題点課題を見出し，道路整備や施設配置，搬送手段，シ

ミュレーション，ITSなどの研究に細分化されていく体系を示した．今後は，既存社会資本の有効活用や

ソフト面での運用の工夫，医療部門や福祉部門などとの連携がますます重要になってくるであろう． 
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1.  研究の背景と目的 

 

(1) 研究の背景 

近年における救急搬送や救急医療活動においては，全

国的な医師不足や救急搬送患者の受け入れ拒否の問題，

消防署から現場への到着時間や医療機関へ患者を収容す

るまでの時間の増加など，多くの問題を抱えている．ま

た，高齢社会の到来による高齢患者の搬送件数の増加や， 

生活習慣病による心筋梗塞や脳卒中などの重篤患者の増

加，救急車をタクシー代わりに利用するようなモラルの

低下など，社会状況の変化にも関係した問題も挙げられ，

その対策が急務となっている． 

救急搬送活動において迅速な救急搬送は，より多くの

人々の生命を救うために不可欠である．しかしながら，

重症の救急患者に対して高度な医療を24時間提供する3

次救急医療施設は都市部に集中しており，それらの施設

の少ない地方部と都市部の間に救急医療サービスの地域

格差が生じている．特に，高齢化が進む過疎地域におい

ては，地方部から3次救急医療施設への搬送時間を短縮

するために，消防防災ヘリコプターやドクターヘリコプ

ター等を利用した救急医療施設への搬送が有効とされて

いる．一方，都市部においては，交通渋滞や信号交差点，

不適切な避譲行動，路上駐車などが救急車の走行阻害要

因として問題となっているほか，患者の受け入れ先がな

かなか見つからないことも問題となっており，一般市民

に対する救急活動への理解向上とあわせて，緊急車両に

優先的な信号制御などを行う現場急行支援システム

（FAST）やこれに車両運行管理システム（MOCS）を

組み合わせた救急搬送支援システム（M-MOCS）の導入

が有効とされている． 

折田ら1)によれば，救急医療システムは「搬送部門

（消防機関：救急隊員）」と「医療部門（医療機関：医

師）」の2部門から構成され，救急医療サービスレベル

の向上には，これら2部門の水準向上とともに，両者の

密接な連携が重要であることを指摘している． 

平成23年版消防白書2)によると，わが国の人口が減少

に転じて以降も，高齢化の進展等により救急需要は今後

ますます増大する可能性が高く，未曽有の自然災害や痛

ましい交通事故などが頻発する中で，救急医療分野に対

する国民の期待は高く，今後ともより一層，医学と工学
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の連携による医療サービスの改善に向けた研究の進展が

求められている． 

 

(2) 研究の目的 

本研究では，前節に示した救急搬送や救急医療活動に

関わる背景を踏まえて，現時点における救急搬送活動改

善に向けた既存研究のレビューを行い，今後の課題と展

望を見出すことを目的とする． 

これまでの研究内容を幾つかの分野に分類を試みた上

で，背景となる社会的変化と照らし合わせ，これまでの

研究経緯と成果，近年における研究の傾向を整理し，救

急搬送活動改善に向けた今後の研究の足がかりとしたい． 

 

2.  わが国における救急搬送活動の実態 

 

(1) 救急搬送の歴史 

自治体消防60年のあゆみ3)によれば，救急業務は，昭

和10年前後に東京などのごく一部の都市において創設さ

れて以降，主として市町村の消防機関が業務に携わって

きた．しかしながら，交通事故を含む各種災害が激増す

るにつれて，救急体制を全国的に確立整備する必要性に

迫られ，昭和38年に消防法の一部を改正して救急業務に

関する規定が織り込まれた．その後，昭和46年にはすべ

ての市に消防本部及び消防署の設置が義務づけられ，さ

らに昭和50年から消防本部及び消防署を置かなければな

らない市町村として指定を受けた市町村は同時に救急業

務の実施を義務づけられるに至った． 

しかし，救急業務の需要の高まりに対して救急医療体

制の整備が追いつかず，特に休日や夜間の医療確保が困

難であったため，一時期に「タライ回し」といわれる状

況に陥ったが，急速な救急医療体制の整備促進によって，

徐々に環境が改善されるに至った． 

その後も救急業務の需要は増加の一途を辿り，救急現

場からの要請や世論の支持を背景に平成 3年に「救急救

命士法」が制定され，平成 4年 7月から救急救命士の資

格を持つ救急隊員による高度な救急業務が開始された． 

また，平成 10 年には消防防災ヘリコプターを活用し

た救急業務が消防法上の救急業務として明確に位置づけ

られ，平成 19 年に「救急医療用ヘリコプターを用いた

救急医療の確保に関する特別措置法」が制定されるなど，

ヘリコプターを活用した救急医療搬送が本格化してきて

いる．さらに平成 20 年には道路交通法の一部改正によ

り，医療機関が市町村等の要請を受けて，傷病者が医療

機関に緊急搬送されるまでの間の応急治療を行う医師を

現場に運搬するために使用する自動車「ドクターカー」

が緊急自動車として認められるようになった． 

 

 

(2) 救急搬送の現状 

総務省消防庁が発表した平成23年の救急出動件数等

（速報）4)によれば，平成23年の救急出動件数は570万

6,792件（前年比4.4％増），救急搬送人員は518万1,396人

（前年比4.1％増）と，それぞれ3年連続の増加で過去最

多となる見通しであり，その主な要因として急病の傷病

者の増加，高齢の傷病者の増加をあげている． 

また，平成23年版救急・救助の現況5)によれば，平成

22年における現場到着までの所要時間は全国平均で8.1

分（前年7.9分），医療機関収容までの所要時間は全国

平均で37.4分（前年36.1分）とそれぞれ年々増加の一途

を辿っている．一方，消防防災ヘリコプターは，平成23

年10月1日現在，全国45都道府県に合計70機配備されて

おり，平成22年中の救急出動件数は3,938件（前年比228

件増）と過去最多を記録している．また，平成22年中に

医師が現場に出動した件数は5年前に比べて約3倍の

17,332件となり，年々増加傾向にある． 

そのような中で，心肺機能停止傷病者の1ヵ月後の生

存率は11.4％（5年前に比べて約1.6倍），1ヵ月後の社会

復帰率は6.9％（5年前に比べて約2.1倍）と一定の効果も

表れている．ただし，これが救急搬送活動改善による影

響としてどの程度寄与しているのかは定かではない． 

 

3. 救急搬送活動の改善に向けた既存研究 

 

救急搬送活動の改善に向けた研究は，これまでに様々

な研究者によって数多く行われてるが，筆者らはこうし

た救急搬送活動の改善に向けた既存研究を幾つかの分野

に分類を試みた．その結果，概ね以下に示す9つの分野

に整理した．なお，各研究は実際的に複数の分野に跨っ

て論じられている場合も多いが，ここでは便宜的に最も

主眼を置いていると思われる分野に割り振って整理した． 

・救急活動実態分析    ・医療サービス水準評価 

・緊急車両走行      ・道路整備効果 

・最適投資計画      ・救急搬送手段 

・搬送シミュレーション  ・ITS 

・その他 

 

(1)「救急活動実態分析」に関する研究 

「救急活動実態分析」は，特定の都市や地域などを対

象として，救急隊による医療搬送活動の実態を調査し，

その傾向を把握，分析した上で，課題を見出そうとする

分野の研究として捉えた． 

高井ら6)はこの分野における土木計画学的側面からの

アプローチの先駆けとして，神戸市を対象に救急車の出

動実態，走行実態を調査し，合理的な出動計画を提案す

るための基礎資料を作成して需要予測，救急活動の評価

を行っている．また，網野7)はわが国における救命救急
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士制度について，その養成課程とこれまでの活動実績を

紹介した上で，その導入効果はまだ期待されたほど上が

っていないとし，今後の課題として救命救急士の数の充

足を急ぐ一方で，質の向上の重要性を指摘している．二

神ら8)は四国地方を対象に高速道路上で発生した交通事

故に対する救急対応の現況分析から，SAやPAを活用した

救急車の入出動検討など，搬送時間を短縮するための施

策の必要性を指摘している．一方，守谷ら9)は医学者の

立場から救命救急活動の現状を捉え，今後に必要とされ

るプレホスピタルケアのあり方について考察している．

また，福田ら10)は全国の政令市・中核市を対象とした救

急搬送業務の実態調査を実施し，出動件数や収容所要時

間の経年変化とその影響要因の分析を行っている．さら

に，池田11)らは松山市内の救急搬送活動記録から，現場

滞在時間に注目して症例別，処置別に影響要因を分析し

ているほか，救急車の適正利用実態について，時間帯別，

平日休日別，地域別，患者属性別にその傾向を考察して

いる．中田ら12)は苫小牧市周辺地域の救急搬送活動を対

象に，消防機関に対するアンケートやヒアリングを通じ

て救急入退出路の利用実態を調査し，交通シミュレーシ

ョンによる搬送経路別の所要時間の推定と検証を行って

いる．秦ら13)は東日本大震災発生時の救急医療搬送活動

の実態調査を行い，震災による施設被害や搬送活動への

影響を整理し，緊急連絡手段確保の重要性を指摘してい

る． 

 

(2)「医療サービス水準評価」に関する研究 

「医療サービス水準評価」は，一定の広がりを有する

都市や地域内において，医療サービスの水準を指標化し

て評価を行い，地域格差の問題などを明らかにした上で，

サービス水準向上に向けた施策提案を行おうとする分野

の研究として捉えた． 

喜多ら14)は居住地点別の医療サービス提供水準を救急

医療へのアクセシビリティの程度と捉えて指標化し，鳥

取県八頭郡を対象に地域格差の実態を明らかにした上で，

救急医療システムの整備計画手法を提案している．また，

加賀屋ら15)は地理情報システムの活用によって，医療施

設利用に対する地域住民のアクセスビリティポテンシャ

ルを空間的に表し，小樽市をケーススタディとして評価

を行った上で，代替案による改善度合いをシミュレーシ

ョンを行って考察している．一方，高山ら16)は救急車に

よる搬送所要時間に着目してその時間信頼性指標を算出

し，金沢市をケーススタディとして救急搬送サービス水

準の定量的評価方法を提案している．長谷部ら17)は熊本

県天草市における公的病院統廃合問題の検討にあたり，

アンケート調査と国民健康保険診療明細書によって市町

村合併前の旧市町域ごとに病院受療動向を分析し，その

特性を明らかにしている．一方，大橋ら18)は全国的な視

点から，医療関係施設までの所要時間を都道府県別，都

市規模別などで比較し，その地域差や地域特性を明らか

にしている．尾曽ら19)は信濃川活断層が長野都市圏の交

通ネットワークと被災時駆けつけ搬送行動に与える影響

を時間信頼性評価システムを構築して検討し，救命制約

時間を考慮した救急車両の被災地への未到達危険度の評

価を行っている． 

 

(3)「緊急車両走行」に関する研究 

「緊急車両走行」は，救急車両の走行実態を調査，分

析し，その走行挙動をモデル化して再現することなどを

試みながら，円滑な走行を妨げる要因を探り，走行性向

上を支援するシステム，ツールの開発を行おうとする分

野の研究として捉えた． 

木俣ら20)はペトリネット手法を用いて交差点部も含め

た緊急車両の一般交通による走行阻害状況を再現可能な

シミュレーションシステムを開発し，交差点部での走行

阻害が大きいことに注目して，ITSによる信号制御策を

提案している．また，小池ら21)は名古屋市の救急隊員に

アンケート調査を行うことによって救急車の走行阻害要

因を抽出し，これを分類整理した上で，その対策として

従来からの道路改良の必要性の他，ITSによる支援の可

能性について考察している．一方，二神ら22)は松山市に

おいて救急医療関係者の協力のもと，救急車にGPSデバ

イスとPC，Webカメラを搭載して得られたGPSデータ，

動画像データを用いて走行動態再現システムを構築し，

走行阻害要因として特に交差点部での赤信号時の避譲行

動不足を指摘した上で，救急車の進行方向信号の青制御

システム（FAST）導入を改善策として挙げている．ま

た，構造の異なる二つの経路での走行阻害要因発生傾向

を分析し，道路構造と緊急車両の走行動態の関係につい

て考察を行っている．さらに，南部ら23)は救急車と一般

車のプローブデータを統合分析し，救急車の緊急走行の

実態と特徴を明らかにするとともに，その走行を支援す

る方策として，救急車専用ナビゲーションシステムの適

用性について述べている． 

 

(4)「道路整備効果」に関する研究 

「道路整備効果」は，一般道路や高速道路などの整備

によって，沿道周辺地域における救急搬送活動の向上効

果を定性的，定量的に表し，救急医療搬送の観点から道

路整備の必要性を考察する分野の研究として捉えた． 

清水ら24)は道路整備による公共サービスの代替効果に

着目して医療機会改善効果の計測方法を提案し，東北横

断道酒田線を対象に適用して計測を試みている．一方，

藤本ら25)は道路整備効果の項目として重要かつ追加可能

と考えられながら数値化が困難なために計上されなかっ

た救急医療改善効果について，搬送時間短縮による生存
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患者増加数を金額換算することによって道路整備効果を

評価する方法を提案している．また，南ら26)は人命維持

に重要な役割を果たす拠点的医療施設へのアクセスが複

数の経路で確保されることの重要性を指摘し，代替施設

及び代替ルートの存在を考慮しながらアクセスを2系統

で保証する道路網を構成するための分析方法を提示して

いる．山田ら27)は愛媛県上浮穴郡を対象として救急サー

ビス水準との関係からみた道路網の潜在的能力に着目し，

中山間地域における道路網をMCLPモデルを用いて評価

する手法を提案している．また，折田ら1)は消防機関ヒ

アリングや救急搬送記録の分析を通じて，救急医療活動

上における高速道路利用の評価を行うとともに，一般住

民を対象に救急医療活動基金や高速道路整備基金の創設

を仮定した支払い意志額等の調査を通じて，高速道路整

備による医療面での効果について考察している．さらに，

高山ら28)は高速道路における救急車専用退出路の設置に

よって救急搬送時間が短縮される可能性について注目し，

救急救命率上昇による救命人数の増加を便益として費用

便益分析を行い，その有効性について考察している．ま

た，加賀29)は岡山県倉敷市の山陽自動車道二子山トンネ

ル西側に救急車専用退出路を新たに設置した場合におけ

る第3次救急医療施設への搬送動線の変化を分析し，搬

送時間短縮による救命可能確率の変化を算出して，その

経済効果を明らかにしている．阪田ら30)は道路交通によ

る高次医療施設へのアクセス性の向上効果を「死亡リス

ク削減便益」と定義してその計測方法を提案し，ケース

スタディとして北関東自動車道整備が栃木県真岡市住民

にもたらす便益の算出を試みている． 

 

(5)「最適投資計画」に関する研究 

「最適投資計画」は，予算面などの限られた条件の中

で，医療施設や救急施設の最適配置，医療施設運用体制

の最適化，道路整備も含めた施設整備投資の最適化など

について検討を行う分野の研究として捉えた． 

大内ら31)は病院収容前医療等の変化しつつある救急医

療システム及び今後の救急医療の方向性を見据えた上で，

地域の特性を踏まえ，救急施設と医療施設とを一体的に

捉えた複合化の施設配置計画について考察を行っている．

さらに，千葉市を対象にWebGIS・GPSとドクターカー

システムとの融合化による地域空間モデルの構築に向け

た指標を検討するとともに，ドクターカーステーション

の適正配置と圏域的計画手法について提案を行っている． 

また，柏谷ら32)は愛媛県中部地域を対象に，救急サー

ビスの広域化にあたっては，効率性とともに公平性の確

保も考慮されるべきと考えに基づき，MCLPモデルを用

いて広域救急施設の適正配置について考察を行っている．

さらに二神ら33)は松山市における救急医療体制の現状を

分析し，MCLPモデルを用いて最適化の検討を行うとと

もに，市域全体のサービスの公平性を確保するために

LSCPによる施設の追加配置について検討を行っている．

また，搬送活動記録やプローブデータを用いて，救急病

院運用体制の評価を行い，新規病院追加及び最適運用計

画について検討を行っている．一方，鈴木34)は救急患者

の救命率の向上を目指して，救急車両と医療施設の配置

及び救急車の運用方法をモデル化し，救急関連施設の適

正配置方策と，ドクターカー・システム導入による搬送

時間の短縮効果を明らかにしている．また，久保田35)は

中規模都市において高度救命医療施設が新たに設置され

た場合をについて，救急活動データの分析を通じて，そ

の市外搬送割合と搬送時間短縮の効果を明らかにしてい

る．奥村ら36)は大規模地震被害を想定した中で，道路網

の耐震化と医療施設の耐震化を比較して，地震直後の被

災者搬送中の死亡リスクを最小化する数理計画モデルを

提案している．古田ら37)は救急車とヘリコプター関係を

考慮した上で，ヘリポートとヘリコプターの出動拠点と

を同時に決定する最適配置モデルを最大被覆型の問題と

して定式化して考察を行っている．一方，近藤ら38)は災

害による道路の途絶リスクと周辺都市で享受可能なサー

ビス機会数を考慮した新しい道路網評価指標を提案し，

予算制約の下での新規道路及び医療施設への最適な投資

の組み合わせを求める計画モデルを構築している．また，

稲川39)は救急車の配備台数や配備場所を変更する場合の

シミュレーション実験を行い，効率的なシステム構築支

援に向けて，救急搬送システムにおける救急車の適切な

配備台数と配備場所の関係について考察を行っている．

葛山40)は千葉県鎌ケ谷市において，地域医療の中核を担

う医療機関が新設されたことに伴う医療圏の変更が救急

活動全体に及ぼした影響を検証し，今後の消防活動の広

域化を見据えて，救急車の運用体制の最適化に向けた課

題と対応について検討を行っている．さらに，瀬戸ら41)

は医師の不足や偏在が問題となっている中で，非重複経

路を考慮したアクセシビリティ指標を提案し，総医師数

や都市間の公平性などの制約条件を考慮した上で，最適

に医師を配置する計画モデルを構築している． 

 

(6)「救急搬送手段」に関する研究 

「救急搬送手段」は，救急現場への救急隊や医師の駆

けつけや，救急患者の病院への搬送に要する時間の短縮

を図るための搬送手段に注目し，その導入実態を踏まえ

て，導入効果や導入課題を明らかにしようとする分野の

研究として捉えた． 

小池ら42)は海上空港での航空機事故発生時を考慮した

ヘリコプターの運用方法について所要時間の視点から評

価し，その有効性について考察を行っている．また，ヘ

リコプター救急における離着陸場の現状を整理するとと

もに，夜間にも離着陸できる場外離着陸場について評価
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指標を設定した上で，愛知県を対象に現地調査を行い，

今後の夜間場外離着陸場のあり方について提案を行って

いる．滝口43)は医学者の立場からヘリコプターによる搬

送が生体の生理に及ぼす影響についての実験結果を紹介

しながら，わが国における搬送体制の問題点を指摘する

とともに，航空機による患者搬送の将来について展望し

ている．また，金丸ら44)は病院前救護医療における搬送

システムとしてのドクターカー及びドクターヘリの概要，

現状，出動基準，治療内容，成果について紹介し，それ

ぞれが抱える課題と将来展望について考察を行っている．

荒田ら45)は3次救急患者の早期治療開始と予後の改善に

向けて，ドクターカーの効率的な運用のために119番通

報段階での重症患者抽出方法を模索し，実際にドクター

カー運用を試行して，病院前医療の有用性，安全性，問

題点を明らかにし，その課題について検討を行っている．

益子46)は第3次救急医療体制としての消防防災ヘリによ

る救急搬送，ドクターヘリによる病院前救急診療，救急

搬送支援システム，救命救急士によるプレホスピタルケ

アの現状と今後の展望について考察している．宗広ら47)

は北海道におけるドクターヘリの運航実態を医療機関に

対するヒアリングを通じて明らかにし，緊急離着陸場の

利用状況をGISによりデータベース化しながら積雪時の

課題とあわせて考察するとともに，緊急離着陸場として

の道路空間や道路施設の利用方策について提案を行って

いる．高山ら48)は石川県奥能登地域を対象として，救急

車とのドッキングポイント候補地を選定した上で，ドク

ターカー導入による収容所要時間短縮とこれに伴う救命

率の向上効果の算定を試み，その導入の可能性と課題に

ついて明らかにしている．二神ら49)は四国におけるドク

ターヘリ導入や消防防災ヘリのドクターヘリ的運用の実

態を調査し，搬送時間の短縮化に向けて，各種搬送手段

の出動体系と最適時間を視覚的に提示可能なシステム構

築の必要性などについて指摘している．また土屋ら50)は

岐阜県東濃地域で導入されている乗用車型ドクターカー

の運用実態を紹介し，走行実態調査を通じてその走行特

性を明らかにし，他の搬送手段との比較の中で，乗用車

型ドクターカーの導入効果を算定し，各種搬送手段の連

携による病院前救急医療の最適化に向けて考察を行って

いる． 

 

(7)「搬送シミュレーション」に関する研究 

「搬送シミュレーション」は，事故や災害の発生を想

定した中で，効率的かつ迅速な救急搬送活動が行えるよ

うにシミュレーションの実施によって搬送活動上の問題

点，課題を明らかにして，実活動に役立てようとする分

野の研究として捉えた． 

小池ら51)は海上空港における航空機事故などの大規模

災害の発生を想定し，負傷者の搬送シミュレーションを

行い，負傷者の迅速な搬送方法と事前対策について考察

を行っている．また，リスク・アセスメントの考え方を

用いて医療混乱リスクと搬送リスクを評価指標とし，シ

ミュレーションによって両者の最善点を探索することに

よって搬送計画を立案する手法を試みている．また，二

神ら52)はプローブ・ピーグルを用いて愛媛県上浮穴郡を

対象に中山間地域の道路ネットワークを作成し，ペトリ

ネット・シミュレーターを用いて，救急・避難計画支援

のためのシナリオシミュレーションを開発している．一

方，馬場ら53)は地震災害時の医療システム評価のために，

医療活動と救急搬送活動における人的配置，情報システ

ムの効率性を評価するとともに，医療施設の配置や道路

ネットワークのあり方の検討に資する災害医療シミュレ

ーションモデルを開発している．さらに，門脇ら54)は救

急車の実走行データとペトリネット・シミュレーターを

用いて，一般道路における走行阻害要因を考慮した救急

搬送シミュレータを構築し，救急搬送の評価，検討，改

善策提案を行うための支援ツールの開発を試みている． 

 

(8)「ITS」に関する研究 

「ITS」は，高度な道路交通システムを活用して，人

と道路と自動車の間で情報の受発信を行うことで，救急

搬送車両の走行支援や搬送中の医療活動支援を行うため

の仕組み提案やその導入効果の予測，検証を行おうとす

る分野の研究として捉えた． 

折田ら55)は救急医療活動からみた道路整備（ITS整備

を含む）のあり方を探るための調査とあわせて，救急医

療活動を支援するための具体的なITS整備メニューに関

する調査，ITS整備優先順位を解析するための問題の構

造化に関する調査を実施し，救急医療活動支援のための

ITS整備について分析，検討を加え，その必要性，有効

性，整備優先順位，課題について考察を行っている．ま

た，石坂ら56)はGPSによる救急車両の旅行時間調査を通

じて，様々な要因を複合的に評価できるモデルをミクロ

交通シミュレーション上で構築し，救急搬送支援システ

ム（M-MOCS）導入の有効性や光ビーコンの効率的な設

置位置について検討を行っている．さらに，交通需要の

高い路線を想定した場合の導入効果についても検討し，

滞留車列の影響を受けないM-MOCSに代わる新たな優先

制御方法を提案している．松並ら57)は現場急行支援シス

テム（FAST）作動時における緊急車両の走行状態を救

急車へのGPS搭載データから分析し，FASTの作動効果

と一般交通に及ぼす影響の定量化を行った上で，一般交

通への影響が最小限に抑えられるFASTの改善策を提案

している．また，高田ら58)は金沢市を対象とした救急車

プローブカー調査を通じて，FAST設置路線における救

急車の走行速度や走行挙動の変化等の直接的な効果の把

握を行うとともに，救命救急活動に与える影響を質・量
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の両面から分析し，FASTの導入効果を明らかにしてい

る．一方，福田ら59)は三次救急搬送活動を対象とする業

務用の医療情報デジタル伝送システムを確立するために，

石川県奥能登地域及び加賀地域における導入を念頭に

VHFマルチホップ無線システムの利用を想定した中継ア

ンテナ基地局の効率的な配置方策を検討し，石川県奥能

登地域及び加賀地域での導入について考察している．ま

た，益子ら60)は事故自動通報システム（ACN）の現状と

課題を踏まえ，「ACNが起動するドクターヘリシステ

ムによる交通事故死亡削減効果の研究」の結果を踏まえ

た先進事故自動通報システム（eACN）が起動するドク

ターヘリシステム構築の動きを紹介し，ドクターヘリの

起動につながるACNシステム構築の効果と課題につい

て考察している． 

 

(9)「その他」の研究 

前節までに示した8つの分野以外の「その他」の研究

として，藤本ら61)は道路計画に資することを目的として，

長崎地域における過去の救急患者発生者数と人口や高齢

化との関係を調査して関係式を導き出し，将来の高齢化

率上昇と人口減少を考慮した救急患者発生者数の予測方

法を提案している．また，大枝ら62)は救急患者の覚知か

ら病院までの搬送に至るまでのデータをもとに，救急車

搬送時間と入院30日目生存率の関係についてロジットモ

デルを用いて適用を試みている．さらに，中野ら63)は将

来的な人口動態の変化を考慮した救急搬送における道路

整備便益を把握するために，全国の政令市，中核市，特

例市の消防機関を対象に救急搬送データの調査を行い，

7つの疾患の年齢区分別発症率の算出を試みている． 

 

4. 既存研究の経緯，傾向からみた考察 

 

前章にて現時点における救急搬送活動改善に向けた既

存研究を9つの分野に分類整理し，その内容のレビュー

を行ったが，土木計画学研究発表会の場においては，こ

れまで（第45回発表会まで）に救急搬送活動に関係する

研究講演は79編あり，その内訳を図-1に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1 これまでの土木計画学研究発表会での救急搬送活動関連

研究の分野別内訳（第45回発表会までの集計） 

分野別には特に大きな偏りは見受けられないが，救急

活動実態分析，道路整備効果，最適投資計画の分野の研

究が比較的多く行われてきたことがわかる． 

これを経年変化としてみたものを図-2に示す．救急搬

送活動に関連する研究は，近年，目覚ましく増加傾向に

あり，注目度の高まりがうかがえる．全体的な傾向とし

ては，平成7年の阪神淡路大震災や平成16年の中越地震，

平成23年の東日本大震災など，多くの人的被害に対する

救急救命活動の問題点が浮き彫りとなった大規模災害の

発生を一つの教訓として研究が進められている面もうか

がえる．また，近年ではドクターヘリやドクターカーに

関する法整備が整うに伴って，救急搬送手段に関する研

究が増加していることも特徴的といえる． 

図-3に示すように，土木計画学の場では，昭和60年代

から平成の初めにかけて救急活動実態の研究報告が重ね

られ，平成7年から医療サービス水準評価に関する研究

が，平成8年から緊急車両走行に関する研究が始まって

いる．それらに追随するように，平成10年以降は道路整

備効果や最適投資計画，搬送シミュレーションに関する

研究が盛んに行われるようになってきた．一方， ITSに

関する研究は平成18年頃から活発化し，救急搬送手段に

注目が集まり始めたのは平成23年以降のことである． 

平成20年頃以降は，各分野とも分け隔てなく継続的，発

展的に研究が積み重ねられてきている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-2 これまでの土木計画学研究発表会での救急搬送活動関連

研究の経年変化（第45回発表会までの集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-3 これまでの土木計画学研究発表会での救急搬送活動関連

研究の分野別累積経年変化（第45回発表会までの集計） 
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図-4 救急搬送活動の改善に向けた研究分野の体系 

 

こうした救急搬送活動改善に向けた研究として，その

他を除く8つの分野の関係性をみると，概して図-4に示

すような体系がみえる．すなわち，救急活動の実態分析

を出発点として，マクロ的な視点からの医療サービス水

準，あるいはミクロ的な視点からの緊急車両走行に問題

点課題を見出し，医療サービス水準の問題に対しては道

路整備や施設配置，搬送手段などを，緊急車両走行の問

題に対しては，搬送シミュレーションやITSなどをそれ

ぞれ解決の主たる方向性として研究が進められているよ

うである．そしてそれらは最終的には最適投資の問題と

して収束すると考えられる． 

 

5. 今後の課題と展望 

 

本章では，救急搬送活動改善に向けたこれまでの研究

経緯や傾向を踏まえ，分野別に今後の課題と展望をにつ

いて考察する． 

「救急活動実態分析」に関する研究は，他の研究分野

の出発点として最も基礎となる分野であるが，プレホス

ピタル技術の発達とあわせて，搬送経路，手段，システ

ムの整備が進むなど，近年の救急医療搬送を取り巻く環

境の変化の中で，今何が問題なのか，何が原因なのか，

何が功を奏しているのかを的確にとらえるためにも重要

である．特に，医療部門と搬送部門の相互連携による

様々な取り組みが実際として救急患者の救命にどの程度

影響してるのかを明らかにすることが期待される．また，

救急搬送活動は，市街化の進展度合いや地理的構造，年

齢構成，施設や体制の充足度などによって少なからず違

いがあると考えられる．福田ら10)は，全国の政令市，中

核市，特例市を対象に救急搬送活動の実態を調査，分析

しているが，大都市のみを対象としたものであり，今後

は，地域特性による活動実態の違いを明らかにするため

にも，地域のバリエーションを考慮して，調査対象地域

を拡げることも有意義なものと考える． 

「医療サービス水準評価」に関する研究については，

今後，人口減少，超高齢社会が進展していく中で，救急

サービスの公平性と効率性を如何に確保していくかが大

きな課題である．医療サービス提供水準を救急医療への

アクセシビリティの程度と捉えた居住地点別評価指標，

地方生活圏における救急医療システムの整備計画手法を

提案している喜多ら14)も，今後は，効率性と公平性の双

方を考慮した提供すべきサービス水準に関する検討が必

要であることを指摘している．一方，実際的に存在する

現在の医療サービス水準の地域格差を明らかにすること

はもとより，平成の市町村合併による施設統廃合の動き

にも注視しながら，将来的なサービス水準の変化予測も

重要となってくるであろう． 

「緊急車両走行」に関する研究については，救急車の

走行挙動を再現するシミュレーションの開発や，実際の

救急車の動きをプローブデータを用いた再現システムが

構築され，円滑な走行を阻害する要因が明らかとなって

きている．二神22)らは，救急車にGPSデバイスとPC，Web

カメラを搭載して得られたGPSデータ，動画像データを

用いて走行動態再現システムを構築し，走行阻害要因の

分析を行っているが，患者の症状が車両走行に与える影

響の分析などを今後の課題としてあげている．症例によ

る走行挙動の違いや搬送時特有の走行阻害要因が明らか

となれば，その要因排除に努めることで患者の負担軽減，

救命率向上に繋がることが期待される．また，交差点に

おける赤信号が大きな阻害要因と指摘されているが，今

後は，車道を走行するよう指導が強化されつつある自転

車の問題も注視していく必要がある． 

「道路整備効果」に関する研究については，公共事業

に対する風当たりが依然として強い中にあっても，住民

の命をつなぎとめ，搬送所要時間を飛躍的に短縮させる

可能性をもつことから，その重要性は決して軽視すべき

ではない．しかしながら，現実的に厳しい財政状況と人

口減少社会の到来を踏まえると，これまでのように新た

な道路に邁進していくことは考えにくく，むしろ，既存

の社会資本を如何に有効に活用していくかがポイントに

なるであろう．高山ら28)は，こうした点に注目して，高

速道路に救急車専用退出路を設置することの有効性を明

らかにしているが，こうした工夫は，高速道路に限らず，

一般道路にも応用展開が期待されるものである． 

「最適投資計画」に関する研究については，医療施設

や救急施設などの最適配置の問題を中心に，これまでに

も多くの研究対象となってきた．柏谷ら32)も指摘してい

るように，救急サービスの高度化や財政難のために要請

されている施設統廃合問題においては，効率性とあわせ

て公平性の確保も考慮した救急施設の適正配置を考える

必要がある．近年では，老朽化に伴う施設の建て替えや，

市町村合併に伴う公共施設統廃合の動きが全国的に広が

りつつある．しかしながら，実際的には，建設可能な場

所ありきで施設の配置が取り扱われることが多く，理論

最適投資計画 

医療サービス水準評価 

救急活動実態分析 

緊急車両走行 

道路整備 
効果 

救急搬送
手段 

搬送シミュ
レーション 

ITS 
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から実用へのステップアップが求められているのではな

いだろうか． 

「救急搬送手段」に関する研究については，近年のド

クターヘリやドクターカーの配備の進展に伴って注目が

集まっている分野である．ドクターヘリについては，宗

広ら47)によって，その運用実態から導入効果，改善課題

まで一定の研究が先行しており，緊急離着陸場としての

道路空間利用の課題を提起するなど，その運用の改善に

向けた研究の発展が期待される．一方，ドクターカーに

ついては，土屋ら50)が岐阜県東濃地域での実際の導入効

果，走行特性を分析し，ドクターヘリとの適切な分担の

あり方や改善方策を明らかにしようとしている．しかし

ながら，全国的には，その運用実態すら十分に把握され

ているとはいえず，地域による搬送手段の使い分けの問

題も含めて今後の研究の進展が期待される． 

「搬送シミュレーション」に関する研究については，

事故や災害が発生した場合に円滑な救急搬送活動が行え

るように，いくつかのシミュレーションモデルが開発さ

れている．小池ら51)は大規模災害の発生を想定して，医

療混乱リスクと搬送リスクを評価指標とした搬送計画を

立案する手法を提案し，二神ら52)は中山間地域を対象に，

木俣ら20)が開発したペトリネット・シミュレーターを用

いて，救急・避難計画支援のためのシナリオシミュレー

ションの開発に取り組んでいるが，平成23年に発生した

東日本大震災では，これまでに経験したことのない同時

多発的で広範囲に被害が発生した中で救急医療搬送の現

場が大きく混乱した．こうした大規模同時多発的災害発

生時の救急搬送対応について，シミュレーションを通じ

て明らかにしていくことが期待される． 

「ITS」に関する研究については，FASTやM-MOCS，

医療情報デジタル伝送システムなどの導入効果や改善課

題が明らかとなってきている．折田ら55)は救急医療活動

支援のためのITS整備の必要性や有効性などについて，

現場での搬送活動に携わる救急隊員へのアンケートやヒ

アリングを通じて明らかにしているが，患者を受け入れ

る病院や医師の事情も把握した上で，搬送現場と医療現

場の双方の連携改善，負担軽減が図られるシステムの構

築が期待される．近年の情報発信技術の進展は著しく，

個人レベルでもスマートフォン端末にて様々な情報の受

発信が可能となってきているが，救急搬送活動改善に向

けてのITS技術の活用は，今後一層開発が期待される分

野となろう．特に，現在，小倉64)が中心となって，その

実用化に向けて実証実験が行われている救急医療支援情

報流通システム（GEMITS）の動向には注目していきた

い．ただし，東日本大震災時に情報通信が途絶した教訓

を踏まえ，過度に情報システムに頼り過ぎない搬送体制

づくりも重要と考えられる． 

 

6.  まとめ 

 

本研究では，救急搬送活動の改善に向けた今後の研究

発展の一助となるべく，わが国における救急搬送活動の

実態を整理した上で，これまでの既存研究成果を「救急

活動実態分析」「医療サービス水準評価」「緊急車両走

行」「道路整備効果」「最適投資計画」「救急搬送手

段」「搬送シミュレーション」「ITS」「その他」の9つ

の分野に分類を試み，現時点でレビューを行った． 

特に土木計画学としての研究の場に注目した救急搬送

活動に関連する研究の経緯，傾向として，分野別には特

に大きな偏りはないものの，救急搬送活動に関連する研

究は，近年，目覚ましく増加傾向にあり，特に近年では，

ドクターヘリやドクターカーなどの救急搬送手段に関す

る研究や，高速道路の救急車専用退出路などの整備効果

に関する研究が活発化していることがわかる． 

また，分野間の関係としては，救急活動実態分析を出

発点に，マクロ的な視点からの医療サービス水準あるい

はミクロ的な視点からの緊急車両走行に問題点課題を見

出し，道路整備や施設配置，搬送手段，シミュレーショ

ン，ITSなどの研究に細分化しつつ，最終的には最適投

資の問題として収束されていく体系を示した． 

今後の課題と展望としては，救急搬送活動改善の取り

組みが実際の患者救命に及ぼしている影響の評価，市町

村合併による施設統廃合の動きにも注視した将来的なサ

ービス水準の変化予測，車道を走行するよう指導が強化

されつつある自転車による走行阻害の可能性，既存社会

資本の有効活用，理論から実用へのステップアップ，ド

クターカーの運用問題，大規模同時多発的災害発生時を

想定した救急搬送対応，救急医療支援情報流通システム

の確立が求められると考える．しかしながら，こうした

救急搬送活動改善に向けては，患者を受け入れる医療現

場の事情も十分に考慮に入れるべきであり，搬送部門と

医療部門が連携した取り組みが今後ますます重要で，さ

らには超高齢社会に対応した福祉部門などとの連携も必

要となってくるであろう． 

今後の研究展開としては，超高齢社会の進展，災害や

事故の多発を背景に，全国的に高まりをみせる救急搬送

活動に対する国民の関心，期待に応えるべく，特に，近

年，各地で導入が進められているドクターカーの運用実

態を調査し，その導入条件や導入適地を明らかにしてい

きたいと考える． 
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